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１．高等教育における公財政支出
（１）高等教育機関に係る学生一人当たりの公財政支出の現状（国際比較）

● 学生数の約８割を占める私⽴⼤学の学生⼀⼈当たりの公財政⽀出は、わずか16万円で最下位である。
● 国⽴⼤学の学生⼀⼈当たりの公財政⽀出は202万円で、世界最高水準を維持している。
● 国私間格差は約13倍となる。
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学生一人当たり公財政支出の国際比較［OECD各国：高等教育機関］（2014年）

出典：OECD「図表でみる教育」OECDインディケータ（2017年版）より作成（2014年データ）
※OECDは、日本の公的・私的教育機関別の学生一人当たり公財政支出は公表していない。そのため、国立大学については、各法人の『財務諸表付属明細書』（平
成27年度）における「運営費交付金債務」「運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細（施設費の明細・補助金等の明細）」を合計し作成、私立大学につ
いては、『今日の私学財政（大学・短期大学編）』（平成28年度）「大学法人」の「事業活動収支計算書（大学部門）」の「経常費等補助金」と「施設設備補
助金」の合計から「地方公共団体補助金」を除いて作成。

※OECDのデータは各国通貨による算定結果を購買力平価（PPP）で米ドル換算したものであり、その額に日本のPPPレート(102.47円)を掛けて円に換算した。
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教育支出の公私負担割合【高等教育段階】（2014年）

公財政負担割合 家計負担割合 家計負担割合以外の私費負担割合

出典：ＯＥＣＤ「図表でみる教育」ＯＥＣＤインディケータ（2017年版）より作成（2014年データ）
私立大学のデータについては日本私立学校振興・共済事業団、国立大学のデータについては文部科学省による2014
年に係る公表資料に基づき作成。
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１．高等教育における公財政支出
（２）高等教育段階に係る教育支出の公私負担割合（国際比較）

● OECDにおける日本の評価は、家計負担に依存する学生⽀援体制が未整備な国である。
● とりわけ私⽴⼤学は、国の⽀援が１割と薄く家計負担割合が８割を占めている。
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● ⼤学生⼀⼈当たりの公的教育⽀出が高ければ労働生産性が高いという正の相関関係がある。
● 日本は、⼤学生⼀⼈当たり公的教育⽀出は、Ｇ７（データのないカナダを除く）において最低水準で

あり、労働生産性向上のためには公的教育⽀出の拡充が必要である。

イギリス

イタリア

ドイツ

日本

フランス

米国

イギリス

イタリア

ドイツ

日本

フランス

米国

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

38,000

58,000

78,000

98,000

118,000

138,000

158,000

178,000

198,000

218,000

238,000

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000
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出典 大学生一人当たり公的教育支出（為替レートベース）：UNESCO（2014年）
時間当たり労働生産性（実質ベース）：OECD（2014年）
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１．高等教育における公財政支出
（３）労働生産性と公的教育支出（国際比較）

学生一人当たり政府負担（公財政支出）

私立大学生 国立大学生

私立大学生, 16万円

国立大学生, 202万円

● 研究経費を度外視しても、国⽴⼤学生は、53万円を納付して255万円相当の教育を受けている。
● 私⽴⼤学生は、122万円の学納⾦に対して138万円相当の教育しか受けていない。
● その上に、私⽴⼤学生の家庭は国⽴⼤生に対する公財政⽀出の⼀部を負担しており、納税者間に著し

い不平等を生じさせている。

１．高等教育における公財政支出
（４）学生数、学生一人当たり公財政支出の現状

出典：“学生数” は、学校基本調査による。
“政府負担” は、私立大学については、『今日の私学財政（大学・短期大学編）』（平成28年度）「大学法人」の「事業活動収支計算書（大学部門）」の「経常
費等補助金」と「施設設備補助金」の合計から「地方公共団体補助金」を除いて作成。国立大学については、各法人の『財務諸表付属明細書』（平成27年度）に
おける「運営費交付金債務」「運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細（施設費の明細・補助金等の明細）」を合計し作成。
“家計負担”は、私立大学については、日本私立大学団体連合会調査による。国立大学については、標準授業料額。
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※「学生生活調査結果（日本学生支援機構）」に基づき事務局にて作成

● 国⽴⼤学生の家庭の年間平均収⼊額（841万円）は、私⽴⼤学生の家庭の年間収⼊額（834万円）を
上回っている。受験準備のための経費の差が反映しているものと推測される。

●「0〜1歳児を持つ家庭」の約８割が、「お⾦がかかる」ことを理由に多⼦化を断念している。

２．学生の修学⽀援
（１）学費負担の現状
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（万円）

122万円

54万円

約70万円の差

私⽴⼤学と国⽴⼤学の授業料の差

● 国費で維持されている国⽴⼤学と異なり、
私⽴⼤学の「授業料」（約122万円）には、
「施設設備費」（約20万円）や「実験・実
習・体育費」「教育充実費」（約15万円）等
が含まれる。

● 私⽴⼤学と国⽴⼤学の授業料の差額（約70
万円）は、国が国⽴⼤学生にその差額相当分
の給付奨学⾦を措置していることにほかなら
ない。

出典︓私⽴⼤学の授業料については、日本私⽴⼤学団体連合会
「学生納付⾦等調査（平成28年度⼊学生）」より作成

（平均）

文科系 99万円
理工科系 137万円
医歯科系 520万円
薬科系 185万円
その他系 118万円

２．学生の修学⽀援
（２）授業料、授業料減免の現状
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● 「授業料減免制度」においては、私⽴⼤学は学生
数約210万⼈のうち約3.8万⼈（1.8%［平成26年度
実績］）、国⽴⼤学は学生総数約61万⼈のうち延べ
⼈数で約18.1万⼈（29.6%［平成26年度実績］）
の学生が免除されている。

● 私⽴⼤学の授業料減免制度の予算額は、国⽴⼤学
より少なく、⽀援対象となっている学生数は国⽴⼤
学生より少ない。

授業料減免を受けている学生の割合（2014年）

出典︓『平成28年度今⽇の私学財政（大学・短期大学編）』（平成27年度資⾦収⽀計算書）等をもとに作成
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２．学生の修学⽀援
（３）私⽴⼤学独⾃の奨学⾦

● 私⽴⼤学は、国公⽴⼤学との授業料差額を埋め合わせる必要があるため、独⾃の奨学⾦制度を創設
し、871.5億円に上る学生の修学⽀援を⾏っている（2015年度実績）。

● 私⽴⼤学による独⾃の奨学制度に対する国からの⽀援は、奨学費⽀出総額（871.5億円）の7.4％、
65億円にすぎない。

国からの交付額
(65.0億円・7.4%)

私⽴⼤学の
奨学費⽀出計
(871.5億円)

私⽴⼤学独⾃の奨学費
(801.5億円・92.6%)

出典︓『平成28年度今日の私学財政（⼤学・短期⼤学編）』（平成27年度資⾦収⽀計算書）等をもとに作成

私⽴⼤学における奨学費⽀出に占める国費の割合
（2015年）

CRUMP2006年調査 2012年高卒者保護者調査

私立大学進学率 400万円以下 20.4％
1,050万円以上 42.5％
国公立大学進学率 400万円以下 7.4％
1,050万円以上 20.4％

私立大学進学率 400万円以下 23.6％
1,000万円以上 49.7％
国公立大学進学率 400万円以下 9.2％
1,050万円以上 12.0％

文部科学省科学研究費基盤（B）「教育費負担と学生に対
する経済的支援のあり方に関する実証研究」（小林雅之
研究代表）、サンプル数は、1,064

学術創成科研（金子元久研究代表） 東京大学・大
学経営・政策センター（ＣＲＵＭＰ）、サンプル数
は4,000

私立大学進学率には大きな格差、国公立大学進学率の格差は拡大

● 年収400万円以下の層の進学率は、国⽴⼤学より私⽴⼤学のほうが高い（20.4%）。
● 年収1,000万円以上の層の進学率は、国公⽴⼤学が増加（12.0%→20.4%）している。

２．学生の修学⽀援
（４）家計と⼤学進学率
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● 施設、設備等の予算は、この８年間で、118億円から66億円とほぼ２分の１に減少している。
● 私⽴⼤学は経常費補助だけでなく、研究設備や施設・装置への補助についてもここ数年の減少傾向が

著しい。

３．私⽴⼤学の現状と国私間格差
（１）研究設備、施設・装置への補助の趨勢
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教育・研究装置等の整備（当初予算） 私立大学等教育研究活性化設備整備事業 私立大学等経常費補助金

私立大学等の研究設備、施設・装置への補助の推移

※「教育・研究装置等の整備」には、他局計上分及び高校以下分を含む。

私立大学戦略的研究基盤形成支援事業分、私立大学研究ブランディング分、私立大学等改革総合支援事業分、私立大学病院の機能強化（利子助成）分を含む。

補正予算（平成22年度：７億円、平成24年度：334億円、平成25年度:153億円、平成26年度：20億円）は含まない。

億円

億円

● 消費税率が10%に引き上げられると、私⽴⼤学法⼈全体として約1,330億円の負担増となる。
● とりわけ医・⻭系を設置する⼤学への影響は深刻である。税率が10%に引き上げられた場合、1法⼈当

たりの負担額は約32億円と経営に⼤きなダメージを与える。

私立大学法人全体の負担増額

10%時

1,330億円
負担増

８%時

782億円
負担増

5%時

※医・歯系大学：医学部または歯学部を設置する大学

（出典）日本私立学校振興・共済事業団『消費税増税の影響について（負担
増試算）』（8%時:平成25年度決算額、10%時：平成28年度決算額）
より作成

（出典）日本私立大学連盟『消費税問題検討プロジェクト最終報告』(平成
25年3月)・『消費税問題に関するプロジェクト報告書』（平成29年
3月）より作成

医・歯系大学の負担額（１法人当たり）

1,788,921 

2,621,384 

3,176,359 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

５％時（実績） ８％時（実績） 10％時（試算）

千円

３．私⽴⼤学の現状と国私間格差
（２）消費税の引き上げがもたらす影響
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３．私⽴⼤学の現状と国私間格差
（３）国公私を通じた競争的補助⾦の現状

● 競争的資⾦「国公私⽴⼤学を通じた⼤学教育再生の戦略的推進」の採択件数の約７割、補助⾦交付額の約
８割が国⽴⼤学となっている。

● １件当たり補助⾦交付額も国⽴⼤学は私⽴⼤学に⽐べて⼤きい（約１.７倍）。

（出典）文部科学省大学振興課提供データにより作成

（千円）

95,143 

55,414 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

国立 私立

１件当たりの補助金交付額（H29年度）
（千円）

約1.7倍の差

国立, 269 
国立, 

25,593,534 

公立, 25 

公立, 

1,495,305 

私立, 92 

私立, 

5,098,084 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

件数 交付額

国公私別採択件数と補助金交付額（H29年度）

● 私⽴⼤学教員は研究時間が減少し続けており、教育研究活動のパフォーマンスを上げるためには専門⼈
材の確保が不可⽋である。

● URA（ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ・ﾘｻｰﾁ・ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰﾀ）⼈材は、国⽴⼤学には28.9%国からの⽀援があるが、私⽴⼤学
はわずか7.4%の⽀援しかない。

50.7%

41.0%

42.5%

42.7%

33.3%

29.9%

20.4%

23.5%

22.5%

26.8%

30.3%

32.0%

3.9%

6.2%

5.3%

3.0%

5.6%

4.7%

2.7%

5.0%

4.5%

2.8%

5.0%

5.4%

3.1%

5.8%

9.2%

4.0%

5.6%

9.5%

19.1%

18.6%

16.0%

20.7%

20.2%

18.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2002

2008

2013

2002

2008

2013

国
立

私
立

研究 教育

社会サービス（研究関連） 社会サービス（教育関連）

社会サービス（診療活動等） その他の職務（学内事務等）

（出典） 文部科学省「大学等教員の職務活動の変化」（2015）に基づ
き作成。

国立私立大学部別教員の職務活動時間割合 URA人材の雇用の原資

（出典） 未来工学研究所「リサーチ・アドミニストレーターの質保証に向
けた調査分析」（文部科学省委託事業、2017）に基づき作成。

12.4%

0.0%

16.5%

7.4%

16.5%

29.6%

5.2%

7.4%

39.2%

44.4%

10.3%

11.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

国立大学

私立大学

URA配置補助金（H28終了）
研究大学強化促進費
外部資金（競争的研究資金）
外部資金（企業等との共同研究資金）
機関の運営経費
その他

公財政支出

公財政支出

外部資金

３．私⽴⼤学の現状と国私間格差
（４）研究活動、専門⼈材の現状

国立

私立
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（単位：万円）

● 私⽴⼤学は政府による財政負担（費用）の10.1倍の便益を政府にもたらしているとの試算もある（国
⽴⼤学は1.9倍）。

● さらに、家計による負担（費用）と、政府による負担（費用）と、それにより得られる受益（便益）
の関係性を収益率法により試算した結果によると、私⽴⼤学は、財政的収益率（9.6％）＞社会的収
益率（6.7％）＞私的収益率（6.4％）となり、個⼈に帰属する便益よりも政府に帰属する便益のほう
が⼤きくなっている〔国⽴⼤学は、私的収益率（7.4％）＞社会的収益率（6.0％）＞財政的収益
率（2.3％）〕。

※１ 直接費用：学生一人当たりの国庫補助投入額 ※２機会費用：高卒者の４年間の所得から推計した税収入
※ （参考）は、便益／費用の単純な倍率

出典：『大学の条件』（2015）矢野眞和著より

【 国私別の費用（４年間）と便益（男子／65歳まで：割引率ゼロ）】

【３つの内部収益率 】

私的収益率：家計の費用負担額と税引き後の生涯便益の関係

財政的収益率：政府の費用負担額と税収入額の増加による生涯税便益の関係

社会的収益率：家計と政府の費用総計額と税引き前の生涯便益の関係

４．私⽴⼤学の社会的便益
（１）私⽴⼤学の経済的・社会的効果

国立大学 私立大学

家計 政府 計 家計 政府 計

直接費用 ※１ 216 600 816 480 60 540

機会費用 ※２ 977 65 1,042 977 65 1,042

便益 7,122 1,258 8,380 7,122 1,258 8,380

（参考） 6.0倍 1.9倍 4.9倍 10.1倍

国立大学 私立大学

私的収益率 7.0 6.4

財政的収益率 2.3 9.6

社会的収益率 6.0 6.7

（単位：％）

日本, 8%

日本, 3%

日本, 16%

日本, 21%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

私的費用と私的収益 男性

私的費用と私的収益 女性

公的費用と公的収益 男性

公的費用と公的収益 女性

高等教育を修了する場合の内部収益率

日本 アメリカ合衆国
イタリア カナダ
ドイツ フランス

※内部収益率
教育投資の費用と収益が五分五分に
なる（仮定の）実質⾦利

出典：「図表でみる教育（OECDインディケータ（2017年版）」

● 諸外国と⽐べ、わが国だけが異なる「費用対収益」構造を有する。
● わが国は、高等教育修了者がもたらす「私的収益」が低く、「公的収益」が高くなっている。とりわ

け「⼥性」にその傾向が強い。
● 我が国の高等教育は、私⽴⼤学の私費負担によって⽀えられていると⾔って過⾔ではない。

４．私⽴⼤学の社会的便益
（２）高等教育修了による私的・公的「費用対収益」
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● 私⽴⼤学は、わが国の高等教育進学に貢献し、とりわけ⼥⼦の⼤学進学を⽀えてきた。

４．私⽴⼤学の社会的便益
（３）⼤学進学率の趨勢

進学率国公私合計

進学率私立男

進学率私立女

進学率国立男

進学率国立女
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18歳人口 合計 大学入学者数 国公私 合計 大学入学者数 私立 合計
大学入学者数 国立 合計 大学入学者数 公立 合計 進学率 国公私 合計
進学率 私立 男 進学率 私立 女 進学率 国立 男
進学率 国立 女 進学率 公立 男 進学率 公立 女

１８歳人口、大学入学数並びに進学率の推移（私国公別）

（人）

（出典） “18歳人口”は「高等教育統計データ集［第三版］（広島大学高等教育研究開発センター）」の「進学該当年齢人口（全国、男女別）」、“大
学入学者数”は学校基本調査に基づき作成。

４．私⽴⼤学の社会的便益
（４）国家試験等合格者、オリンピック⼊賞者等の国公私⽐較

● 国家試験等の合格者、オリンピック等においても、私⽴⼤学はわが国の社会に⼤きく貢献している。
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423 
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15 
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60 
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236 

3,743 
1,872 

95 
256 

26 
85 

125 
98 
1 
13 
72 

2 
5 

35 
42 

32 

491 
36 

①保育士採用者
②幼稚園教員採用者
③小学校教員採用者
④中学校教員採用者

⑤高等学校教員採用者
⑥特別支援学校教員採用者

⑦警察官採用者
⑧消防士採用者

⑨平昌五輪入賞者
⑩リオデジャネイロ五輪入賞者

⑪ソチ五輪入賞者

⑫司法試験合格者
⑬国家公務員総合職試験合格者

⑭管理栄養士国家試験合格者
⑮社会福祉士国家試験合格者

⑯精神保健福祉士国会試験合格者
⑰医師国家試験合格者

⑱歯科医師国家試験合格者
⑲薬剤師国家試験合格者
⑳看護師国家試験合格者
㉑保健師国家試験合格者

㉒理学療法士国家試験合格者
㉓作業療法士国家試験合格者
㉔言語聴覚士国家試験合格者

㉕臨床検査技師国家試験合格者
㉖診療放射線技師国家試験合格者

㉗一級建築士国家試験合格者
㉘外務省専門職試験合格者

㉙自衛官採用者
㉚技術士国家試験合格者

㉛知事
㉜市長

㉝国会議員
㉞上場会社役員数

㉟上場会社トップ数

私立大学 国立大学 公立大学 その他

出典 ①～⑨、⑬～㉚：「大学ランキング」（2015～2017）〔朝日新聞出版〕 ㉛～㉝：「2019 大学ランキング」〔朝日新聞出版〕
㉞～㉟：「役員四季報（2018年版）」〔東洋経済〕 ⑩～⑫：（公財）日本オリンピック委員会Webサイトに基づき作成
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